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はじめに
アメリカやヨーロッパ諸国の学校においては，近代民主主義のもとに人間が持つべき権利や義務に
ついて教授することが学校カリキュラム上，重要な教育要素の一つであるとされてきた。そして近年，
それらに加え，各々の文化や歴史を背景とした価値の伝達，‾およびそれらの共有によって形成される
「市民性」（citizenship／citoyennet6）という概念を用いた教育実践が，学校教育の中で盛んに行われ
るようになってきている。
我が国においては，こうした社会の構成員として必要な知識を教授するというよりは，情緒や心情
に働きかける教育を施しているのが特徴的であるように思われる。その代表的な教科が，人間性の理
解を深める事を目的としている「道徳」である。また，「社会科」「理科」などの教科において日本社
会の成り立ちや自然のしくみについて学習しながら，「総合的な学習の時間」の中で環境問題につい
て考えさせるような授業が行われている。近年，東京都などの大都市の「特区」と呼ばれる特定の地
域において「市民科」などが中高一貫教育課程の中に設置されるようになった。これは「市民」とい
うカテゴリーのもと，子どもたちの社会性を向上させようとする意図の現れであるといえるが，これ
らは末だ試験的な試みに止まっている。
一方，EUにおいて主要な役割を担っているフランスにおいては，社会の一員となるために必要な
知識が「公民教育」Educationciviqueという教科を中心に長年教授されてきている。フランスにとっ
て「市民」Citoyenとは国内において国籍を有する人間の最小単位を指し，「市民性」Citoynennet6
とはフランス市民が民主主義国家において必要とされる権利や義務を行使し，多様な社会で共に生き
ていくために不可欠な基本概念として捉えられている。この市民性概念をもとにフランスでは初等教
育課程から中等教育課程に至るまで一貫した市民的教養の教育が行われている（1）。
日本の幼稚園や小学校においては，フランスのような「自国の価値観や憲法において保障されてい
る人間の権利や義務に関する知識や態度を幼少期から教育する」という教育課程は未だ十分には構築
されていない。しかし，これからの時代を日本が一国家として存在し続けていくためには，国の根本
原理である憲法において保障されている国民の権利や義務，及び日本独自の文化的社会的背景を持つ
「価値」を未来の日本を担う子どもたちに伝達していくことは，日本の教育界が持つべき重要課題の
一つであると考える。
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従って本稿では，その課題について論じるための第一歩として，フランスの初等・中等教育機関で
行われている市民性育成の為の教育プログラムについて紹介したい。
まず，フランスにおいて，幼少期より市民性を育成するに至った社会的背景や諸問題，及び市民
性概念に関する新たな解釈について述べる。次に幼稚園（Ecolematernelle），小学校（Ecole61色men－
taire），中学校（Coll芭ge）という段階を通して，どのようなカリキュラムのもとに市民性の育成が行
われているかについて紹介しながら，特に幼稚園・小学校間の教育内容の連携，および小・中学校課
程における市民性教育内容の変化について，各段階の学習指導要領をもとに論じる。
1．フランスにおける市民性育成の現状と展開
1－1普遍性か差異性かに揺れるフランスの市民性概念
フランスにおける「市民性」とは，文化的マイノリティ集団のアイデンティティを尊重する多文化
主義的な英米型の市民性とは異なり・，非宗教性をもとにした共和国理念のもとに形成される普遍的市
民性を指す。元来，多民族国家であるフランスは，第2次世界大戦後，移民の流入によって文化的多
様性の様相をさらに高めていくことになる。しかしその間も，革命期以来，フランスの市民性は絶対
王政からの訣別を示唆した基本的な理念として今日まで継承されてきている。従って国内の文化的，
民族的衝突は避けがたい事実としての長い歴史がある。
元来，フランスの市民性とは市民の一般意志によって形成されている。この意志形態は個人の利益
よりも社会全体の利益を遵守することを市民が合意することによって成立している。この合意とは，
市民が相互的に取り結ぶ結合契約を意味し，それによって市民を主権者として規定するとともに，市
民の一般意志が最高次の意志形態であるとされている。これは現在の第5共和制憲法の基本理念にも
反映されており，市民の意志形態というものが今日の市民性を普遍的に構築している要素となってい
る。これがフランスの国家形成が「普遍的」と呼ばれる所以である。
また，フランスが市民革命を成し遂げ，その後，王政復古や帝政の反動を経験しながらも，国民国
家を他のヨーロッパに先駆けて確立したという自負が長年フランス人に共有されてきているが故に，
普遍的であると考えられている説もある。これを「フランス的例外」（2）といい，フランスが今日啓
蒙主義的といわれる要因ともなっている。
フランスの市民性概念は，こうした長い歴史を経て，今日においてもその基本理念を損なうことな
く存在し続けている。しかし時代を追うごとに，国内において徐々に文化的多元性が尊重され始める
と，次第にフランス共和国理念との間に矛盾が生じ，市民同士に乳轢が生じてくるようになる。この
乱轢の原因の一つとしてあげられるのが，アメリカを中心に広がりを見せたエスニック集団の増加に
よる多文化主義の誕生であり，これが，1970年代後半から徐々にフランスに浸透していったことで
ある。
フランスは多民族国家であると同時に，革命期以来，普遍主義を貫いているため，エスニック・マ
イノリティを文化的集団として保障する多文化主義の流入を許すことは，必然的に単一不可分の共和
フランスにおける幼少期から始まる市民性の育成（高橋）　　　　　　　　　51
国理念が危機にさらされる可能性を否定できない。なぜなら文化的多様性の承認は，普遍主義を通し
て市民共存を図るフランスにとっては，国家の崩壊を招きかねないからである。こうした多文化尊重
主義は学校にも侵入し，当時はフランスの公共性を危機にさらすものだとされ（3），学校暴力の蔓延
などの一因としてもあげられるようになるのである。
1－2　フランス市民性育成に関する問題とその対応
多文化主義の概念が浸透してくると，フランスの国家形成がマイノリティ集団のアイデンティティ
を排除する傾向を持つ，いわゆる同化主義的な要素を常にはらんでいるとする論調が次第に強くなっ
てくる。例えば1989年にパリ近郊のコレージュ（中学校段階に相当）における，いわゆる「スカー
フ事件」を皮切りに起こった一連のイスラム文化との衝突などは，フランスの公立学校における非宗
教的教育の遵守という観点ではなく，マイノリティ文化に対する差別とも取れる事件であるとする意
見がマスコミを中心として多数を占めた。そして2005年－11月に暴動が起きた際も，排他的な性質を
帯びるフランスの市民性に対して，不満を多く抱える市民が存在していることなどがフランス国内に
限らず世界中のマスメディアを通して報じられた。メディアの動向を見る限り，フランスも含め世界
的に多文化主義の風潮が強いように見受けられる。
しかしフランスでは1990年代頃から，その当時，すでに教育界にまで及んでいるグローバル化や
国際情勢の変化に伴い，学校教育における市民育成の課程において，国旗国歌などのナショナルな要
素がなるべく取り除かれた教育内容や実践が行われる傾向にある。例えば，フランス市民育成を教科
として担っている公民教育1’6ducationciviqueの教科書では，基本的人権や民主主義の尊重，人々の
自主独立や環境保護など，世界各国で共通に見られる学習項目が年々数多く見られるようになってき
ている。このように急激ではないにしろ，こうした地道な民主主義的アプローチへの転換というもの
が，文化間の乱轢が要因の一つと指摘されている学校暴力violencescolaireを解消していく手段とし
て機能していく可能性を担っていくものと思われる。
また，学校での問題は暴力にだけに限らず，各学年での落第者や脱落者，及び前期中等教育課程取
得率の低下やバカロレア取得率の低下なども問題視されている。従って学力向上の画においても新し
い学習形態と教授法の確立が求められたといえるであろう。
こうした生徒の素行の悪化や学力の低下への対策として，また新しい公民教育のあり方として誕生
した市民性教育1’dducationAlacitoyennetd（シティズンシップ・エデュケーション）による学習内容
や実践方法，そして市民性概念そのものに対する解釈についても新たな内容や見解が生まれたきっか
けにもなっている。
そしてこの学校教育における市民育成課程の変容には，フランスを取り巻く社会的要因が大きく
作用していると考えられる。この社会的要因には，EUの誕生や，グローバリズムによる多文化尊重
主義などが関連していると共に，フランス国内に多く存在する移民やフランス海外県及び海外領土
（DOMTOM）などに住む人々を含め，市民としてどのように共存していくべきかという議論に集約
52　　　　　　　　　　フランスにおける幼少期から始まる市民性の育成（高橋）
される。こうした議論はフランスの市民性概念に対する新たな解釈を生み出す要因ともなっている。
次節では1990年代に論じられ始めたフランスの市民性についての理論の中から，ドミニク・シュ
ナペールの市民性理論を取り上げる。彼女の市民性に関する理論の構造を検討しつつ，これからのフ
ランスが共和国理念を持ちつつも多文化主義と共存していく上で必要な要素であると指摘している他
者関係のあり方に注目し，これからの市民性の育成を担うための一つの手掛かりとしたい。
1－3　フランス市民性に関する新たな解釈
市民性に関する理論の中で，フランス的共和制を維持し，多文化の流入に対して寛容になるべきで
あるとするのが寛容的共和主義論である。その中でも代表的な論者としてあげられるのが，社会学者
であり憲法院の評定官でもあるドミニク・シュナペールDominiqueSchnapper（1934－）である。彼
女は社会構成原理に関するあり方や非宗教性の問題，コルシカ島における独立自治の問題などに取り
組んだ実績があるが，教育分野にも関心が高く，幾つかの教育書に論考を発表している。
シュナペールが提唱する市民性には，その前段階として，共和国理念の基礎であり，現代政治La
modernit6politiqueの基礎となっている政教分離の精神と，近代的民主的ナシオンnationの創造が不
可欠であるという（4）。厳密な政教分離の精神のもと，近代民主的ナシオンは「全ての政治的単位と
同様，内的には住民を統合するために，外的には政治単位であるナシオンの相互関係に基づく世界秩
序のなかに歴史的主体として自己主張するために，行使される主権によって定義される」（5）もので
あるとし，この「ナシオンの特殊性が市民の共同体を形成する」（6）としている。
こうした基本的な共和国理念のもと，シュナペールは，フランスが現在抱える社会問題を解決する
手掛かりとして，共同体内における他者理解の概念に注目しながら一つの見解を表している。それは，
多文化主義の特性である文化的相対性による差異主義と，普遍主義が陥りやすい同化主義，双方の問
題を解決することによって，あるべき市民の共同体を創出することである。
彼女によれば，多文化主義はあらゆる文化の等価性を主張して，個々の文化に対する一切の価値
判断を放棄することによって差異に対する権利を平等に認めるが，それは異文化間の相互理解を排除
し，自己と他者の共存の可能性を排除してしまう傾向があるとしている（7）。
一方，普遍主義は人類普遍の原理の存在価値を認め，それによって個々の文化について価値判断を
行うことが可能であるとしているが，自文化を普遍的価値と誤認する障害が生まれ，自文化中心主義
に陥り，他者の文化を否定し，自文化を強制する同化主義に陥る危険性があるとしている（8）。
シュナペールによれば，この双方の他者関係に関する欠点を超越するために，相対的文化相対主義
relativismeculturelrelatifを提唱している（9）。
この相対的文化相対主義とは，まず私的領域においてあらゆる文化の多様性を認めることを前提と
し，公的領域においては，全ての市民が平等な尊厳のもとに存在するという定義を用いて，様々な人
種による差異を超越した平等を措定する「市民の普遍性」1，universaliteducitoyenという概念と，政
治主体として個人を定義する「市民原理」principedecitoyennet6を定義し，有機的なあらゆる文化
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の主張を否定する（10）という理念を持つ。
これにより，如何なる有機的なもの（文化や宗教など）にも属さない普遍的な空間を介し，有機的
な文化的背景を持つ他者を相対的に認識させるのである。つまり共同体内での普遍的価値を他者間で
共有することによって共感を生まれさせ，真の共存を図るのである。
こうした理論がシュナペールを主とする寛容の立場からの共和主義論であるが，彼女の他者関係構
造の理論が，公民教育及び市民性教育の実践に多少反映されている部分がある。例えばコレージュ第
6学年の公民教育教科書での非宗教性を学ぶ単元においては，人権宣言（1789年），第5共和制憲法
（1958年），及び国務院Conseild，Etatによるライシテ（非宗教的道徳性）に関する憲法判断の資料と
その解釈が反映された校則（1999年）をもとに，非宗教性をしいたフランスでも信仰の自由が保障
されていることをまず学習する（11）。次に，他者に影響を与える宗教シンボルdessignesostentatoires
の着用を控える根拠として，差別discriminationと宗教的政治的勧誘pros色Iytismeについて学習して
いる（12）。さらに非宗教性の理念を通して，宗教をどのように理解したら良いかということについて
生徒に議論させる項冒がある（13）。これは必ずしもシュナペールの他者関係構造の理論を直接取り入
れた実践であると断定はできないが，彼女が提唱する市民性理論の一端が学校の教育実践の中で行わ
れ始めているといえる。
フランスの市民性に関する解釈は他にも多岐にわたるが，共和国理念を教授するという目的を持つ
公立学校においては，普遍主義を踏襲しながら他者理解を通して文化的多様性との共存を目指すシュ
ナペールの理論が今後も何らかの形で学校教育の中に現れてくる可能性はあるだろう。
次節では，これまでのフランスの市民性に関する社会的要因及び概念解釈を通して，この市民性が
学校教育の中で必要とされているカリキュラムにそのように影響しているかについて検討する。
2．幼少期から前期中等教育までの市民性育成に関する諸制度の変遷とカリキュラム
2－1幼稚園・小学校における連携の強化と基礎領域科目「共に生きる」の設置
2－1－1初等教育課程内における幼小連携のための3つの学習期の設定
フランスでは，小学校，中学校において「公民教育」という科目が設置されるのに対し，幼稚園で
は市民性の育成は「共に生きる」Vivreensembleという領域において行われる。またフランスの幼稚
園は小学校と共に初等教育課程EnseignementPrimaireに属し，この課程の中で幼稚園と小学校は3
つの学習期に分けられている。即ち，幼稚園の全学年が所属する第1学習期cycledesapprentissages
premiers，幼稚園の年長組と小学校の1・2年が一つのグループとなっている基礎学習期cycledes
apprentissagesfondamentaux，そして小学校の中・高学年における3・4・5学年は深化学習期cycle
desapprofondissementsである（14）。
こうした3つの学習期に分けられている初等教育課程において，第1学習期にあたる幼稚国で
は，発達段階によりさらに4つの学年に分けられている。それらは，最年少組（1atr芭spetitesection
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dematernelle：TPS），年少組（1apetitesectiondematernelle：PS），年中組（1amoyennesectionde
maternelle：MS），年長組（lagrandesectiondematernelle：GS）である（15）。
基礎学習期は幼稚園の年長組，小学校課程の準備科（courspr6paratoire：C．P）と初級科1年（cours
elementairel：C・E・1・）の3学年で構成され，初等教育課程の最終学習期である深化学習期は，初
級科2年（cours616mentaire2：C．E．2．），中級科1年（coursmoyenl：CMl），中級科2年（cours
moyen2：CM2）の3学年で構成されている（16）。
このように幼稚園・小学校間で連携が行われるようになった背景には，初等教育課程での役割を明
確化させることがねらいであった。その主な役害化して，まず中等教育への進学及びそこでの成功を
保障できる条件を初等教育において徹底させることが重視された。またフランス語の習得を徹底する
等の学力向上のために幼小連携が強化され，個々の子どもたちの習得レベルに応じて年長組と小学校
の準備科のどちらにも属することができるようにする（17）などの新しい試みがなされている。
2－1－2　第1学習期における学習領域「共に生きる」に関するカリキュラム
1989年の教育基本法loid’orientationde1989改正以来，幼稚園では以下に示す「5つの活動領域」
に関する学習内容が設定されている（18）。「共に生きる」という学習領域は，後の発達過程において，
公民教育を学ぶ準備学習のような位置づけになっており，集団生活における規則の遵守や，クラス
メートと助け合いながら生活し，コミュニケーションが十分取れること，等が目指されている。
05つの学習領域とその概要
領域哀 およその概要
1．学習する際に必要なことば はじめて学習することば ：活動，思い起 こし，会話など
Le langageaucq∋urdesapprentissages でのことばの習得
2．共に生きる 活動集団に参加 し，友だちや大人 とコミュニケーション
Vivreensemble が取れる能力を身につけること。
3．からだで表現 し行動する
Agirets’exprimeravecsoncorps
デッサン，遊び形態の肉体的活動
4．世界の発見 対象に対する空間的時間的な相違を理解 させる。環境教
D色couvrirlemonde 青など。
5．感覚 とイマジネーションと創造
Lasensibilit6，1’imagination，1acrdation
簡単な楽器を使った音楽活動，子どもと遊ぶ
出典：QubnaMrend－OnAlicolematernelle？，CNDIミ2006，pp．16－22．
この時期の市民性育成を担う「共に生きる」領域には初等後期や中等前期に見られるような権利や
義務の理解までは至ってはいないが，その基礎として，集団生活における自己の行動を自覚させ，コ
ミュニケーション能力を身につけること，などの学習内容が示されている。これは園児がはじめて経
験する集団生活の場での他者との共存について，初歩的な知識と態度の育成を目指しているものであ
る。またこれらの5項目はそれぞれ単独に成立しているのものではなく，それぞれが相互に関連し
合って授業が行われていることも重要なカリキュラム構成要素の一つとなっている。
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2－1－3　基礎科目「共に生きる」に関するカリキュラム内容②：基礎学習期
基礎学習期に入ると，これまでの活動領域の中に，小学校課程で学習する教科科目の名称が現れて
くる。また，基礎学習期では学習領域が7つに増え，活動が内容別に分類されている。
領域 名 お よその概要
1． ことば とフランス語の技法
IJaMaTtrisedulangageetdelalanguefranGalSe
会話 ；読 み書 きの修得
2．共 に生 きる 生 活規則 につい ての学 習，市民性 学習 に向 けた第 1ア ブロー
Vivreensemble チ
3．算数 数 の発見 と計算。大 きさ と規模 の違い，基礎 的な幾 何学 の形
Math芭matiques 態 を身につける
4．世界の発見
D∈・COuVrirlemonde
人間科学 に関す る入門。情報技術の習得
5．・外国語，或いは地方語－
IJangueSetrang芭resour色gionales
言語 ，或 いは文化 に対 す る多様性への手ほ どき1。　 F・
6．芸術教育 簡 単 な楽器 を使 った音楽活動 ，子 どもと遊 ぶ。デ ッサ ン，歌，
Educationartistique 造形 美術
7．体育 適度 な運 動能力 の実現 ，様 々な環境 に順応 させ る能 力，個 人
Educationphysiqueetsportive あ るいは集 団で対時す る能力 ，正 しい ことに諸活動 を使 え る
ようにす る能力
出典：Oubnqpprend－OnAl’dcoledldmentaire？，CNDIミ2006，pp．95A99．
第1学習期にも設定されている「ことば」，「共に生きる」，「世界の発見」はそれぞれ内容が深まり，
その他の領域は「算数」「外国語・地方語」「芸術」「体育」となっており，教育内容によって分類さ
れている。このように学童期の子どもの発達特性に合わせたカリキュラム内容の変化が見て取れる。
また「共に生きる」領域においては，集団生活を行う上で必要な規則の学習と共に「市民性」とい
う表現を用いた学習が行われている。体験的に自己と他者，及び集団について学ぶ第1学習期に対し
て，認識的に「集団」や「市民」について学ぶのが基礎学習期であると言えよう。
2－2　初等，中等教育にまたがる公民教育と市民性教育の誕生
フランスの公立中学校は，生徒の荒廃が他の学年の児童・生徒に比べ著しく悪化していたため，他
の学年に先駆けて，新しい教育アプローチや学習方法を取り入れた新しい市民性育成の実践が，問題
をより多く抱える中学校において優先的に実施されるようになる。
市民性を効果的に育成するため，1995年度の学習指導要領改訂に伴い，まず中学校において公民
教育の刷新が行われた。翌年の1996年に出された答申においては，多角的なアプローチによる市
民性育成を可能にした「市民性教育」1，6ducationえ1acitoyennet6という言葉が公的文書において初
めて登場した（19）。そこでは，これまで生徒の価値教育を担ってきている公民教育とともに，社会に
即した市民の育成を目的としたより総合的な方法が取り入れられている。1998年7月7日に交付さ
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れた国民教育省の通達「初等教育と中等教育における市民性教育」Educationえ1acitoyennet6dansl，
enseignementprimaireetl’enseignementsecondaireによれば，中学校において市民性教育は以下に
示す3つの構造に基づいて実施されている。それは「3つの目的」Troisfinalit6S，「複数教科の貢
献」1acontributiondesdisciplines，「市民的イニシアティブ」Lesinitiativescitoyennesをそれぞれ指
している0この通達では・この他に初等全課程，及び，中学校では，「尊敬」1erespectと「連帯」1a
SOlidarit6を主な教育テーマとしてコレージュを含む義務教育学年において取り組みが進んでいる（20）。
2－2－1初等教育・基礎学習期と深化学習期における公民教育の刷新
その後・2002年の学習指導要領改訂において，初等・深化学習期における公民教育には，教科横
断的テーマに関する刷新が行われ，「学校の生活に参加する」，「市町村の中で市民になる」，「フラン
スで市民になる」，「ヨーロッパに－とけ込む・フランス語圏の発見・世界へと展望が開かれる」等の項
目が新たに追加され，環境教育や子どもの人権宣言などのテーマと共に，市民性育成の授業が行える
ようになった（21）。
また2008年の2月に出された初等教育課程の答申では，2008－2009年度から新たに初等・基礎学
習期にも公民教育を設け，その名称を「公民教育」から「道徳・公民教育」へと変更し，市民育成に
関する教育目標も明確に記されている（22）。
まず基礎学習期では，以下の4項目が掲げられている。1点目は，「生徒が日々の授業から説明な
どが十分になされた形で道徳の原理を発見すること」，2点目は「幼稚園時代に経験した集団でいる
ときの規則の働きについての理解を深めること工　3点目は「生徒達は健康・安全教育を通して，イ
ンターネットの使用には危険が伴うことに注意を傾けること」，そして4点目は「共和国のシンボル
に対する知識を獲得すること」である（23）0以上の4点の教育目標からは生徒の社会性を養うと言う
姿勢から，道徳原理や共和国のシンボルなどを強調しようとする傾向へと変化しつつあることがわか
る0また，インターネットなどの近代情報器機などが大衆化した時代背景を捉え，危機管理知識の一
貫として新たに道徳・公民教育に加わっている。
さらに深化学習期での公民教育では，次の5項目が設定されている。1点目は，「社会関連組織内
での権利規則についての理解を深める」こと，2点目は「マナーや礼儀作法の諸規則を守る」こと，
3点目は「公的空間における初歩的な規則を守る，差別の拒否，公的諸制度への理解，国家的連帯の
有無」についての理解，4点目は「フランス国家についての基礎的な知識：地理や位置関係」そして
5点目は「欧州連合とフランス語圏：EU国旗とヨーロッパ賛歌（24）」である。
これらの項目はすでに中学校で行っている公民教育とほぼ同じ学習項目である。改訂以前の初等教
育においては主に児童の行動範囲が限定され，身の回りや地域を意識させた項目が多かったが，改訂
後は初等教育の時点でEUやフランス本土県以外の人々の価値観や文化を理解させる傾向が見られる
ようになった。また，公的空間における振る舞い方が初等教育を通して行われていることが，依然
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としてこの新改訂後の道徳・公民教育からも見て取れる。これは公的・私的空間の区別とそれに伴う
個々の振る舞いを意識させる教育が行われていることを示していると考えられる。
2－2－2　中学校における公民教育及び市民性教育の教育目標
中学校の課程では今年度は未だ改訂されていないので旧改訂案のまま現在も公民教育は実践されて
いる。従って中学校で行われている市民性教育は，公民教育による従来型の知識の習得による価値の
伝達を行う教育を踏まえながら，対話や活動体験を取り入れることによって生徒を社会化させること
に重点を置いた教育理念が残っている。また，一教科として生徒の価値教育を担っている公民教育の
教科理念を踏襲しながらも，公民的要素が抑えられた市民性の育成を教育課程の中で公民教育と共に
実践的に行っている。この市民性教育は以下に示す3つの教育要素によって構成されている。
1）「3つの目的」Trois丘nalit6S－（市民性教育，公民教育共通）
この3つの目的とはまず，①社会制度及び法令の知識や社会生活及び政治に関する規範を理解す
ること，民主主義とフランス共和国を成立させるための基本原理と，その価値の習得による人権及び
市民性に関する教育，②個人の責任及び集団の責任の意味に関する教育，③特に批判的精神の行使
及び論証の実践による，判断に関する教育（25），である。これらは市民性育成の中で，基礎的な教育
目標とされ，知識の習得のみならず個々の責任能力や判断九　論述力などの実践的能力の育成までも
定義している。
2）「複数教科の貢献」1acontributiondesdisciplines（市民性教育，公民教育共通）
これは，公民教育が教育目標として掲げている「3つの目的」を他教科においても実践すること
により，市民性育成の理念を多角的に実践することを目的としている。1995年の学習指導要領改訂
後，それ以前の1985年に設置されていた「人権教育」の内容は公民教育と市民性教育に吸収され，
教科横断に関するテーマは，教科の枠では捉えられない知識として，消費教育，開発，環境，世襲
財産，情報，健康，安全（26）の7項目が新たに設定された。またこの複数教科の貢献には，学際性
interdisciplinarit6の理念が備わっており，複数の教科が関連し合うことによってテーマ別学習が行わ
れる性質の他に，生徒の学習意欲を促進したりする心理的な性質を持ち合わせている（27）。
3）「市民的イニシアティブ」Lesinitiativescitoyennes（市民性教育のみ）
これは市民性教育にのみに設定されている活動概念である。これはフランス市民として意識を欠い
た行動，或いは暴力などをふるう生徒を社会化するという観点から教育を施す教育的アプローチであ
り，また，生徒が弱者に対する配慮が行えるように促す道徳的教育アプローチでもある。これはフラ
ンスの小・中学校における「共に生きる」という教育スローガンのもととなる連帯の精神を育むため
に設置された（28）。こうしたアプローチには，生徒の心理面における改善を図ることから始まり，学
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習意欲を向上させ，規則を生徒の内面から反映させるような方法論が多い。これは単なる体験活動を
行うだけではなく・市民的普遍性の指標をもとにした共同生活に関する諸規範を体験によって学ぶ事
を目指しているのである。
幼・小・中学校における市民性育成の実施には，フランスが今現在抱える社会的問題やそこから派
生する学校内での問題が関連していると推測することができる0また，本来は共和国理念の伝達が最
重要課題であるが，それ以前に，国内で蔓延している生徒の学力低下や素行の悪化等を改善しなけれ
ばならないことが急務であるという実態が，公民教育のカリキュラム等から読み取れる。
おわりに
フランスにおいて展開されている市民性教育は，学校の本分ともいうべき知識教育と，公民教育で
しか行われてこなかった価値教育とを統合し，総合的に生徒を教育するものである。フランスでは近
年の国際化や，生徒による暴力問題，そして家庭教育崩壊等に伴い，これからの学校は，知識教育と
価値教育の両方を担う必要性が急務であると考えた。こうした社会背景を踏まえて，市民性教育が理
念として・学校教育全体に展開するものとして促進されてきたのであるが，この一連の過程の中に，
国内外の社会情勢や教育現場での問題点を忠実に受け入れ，それに関する適切な解決方法を学校教育
の中で実践されなければならないという国としてのシステムが確立され，運営されているという実態
が存在しているのである。国には教育に対する強い責任があると考える故に，こうした着実な教育現
場との連携が生まれ，国内外の社会情勢に対応した市民性教育が促進されたといえるのではないだろ
うか。
注（1）フランスでは幼稚園（Ecolematernelle）教育課程3年（場合によっては2歳児から受け入れを許可されて
いる）・及び小学校（Ecole61色mentaire）教育課程5年をあわせ，初等教育課程と称されている。中等教育課
程は中学校（Coll芭ge）課程4年，高等学校（Lyc芭e）課程3年で構成されている。尚，義務教育課程は日本と
同様に，小学校課程と中学校課程をあわせた9年間を指す。
（2）JacquelineCosta－Lascoux，L，int4grationalabtlngaise：unePhilosophie，deslois，milippeDewitte（dir），
1mmqrtltionetint4gmtion：ltEtatdessavoirs，I．aD6couverte，1999，pp．329－330．
（3）「多文化主義」がフランスに紹介されたのは1992年のことである。フランスでは主にコミュノタリズム
COmmunautarismeと呼ばれるケースが多い。コミュノタリズムとは①ェスニシティ，宗教，性などの違いに
よって組織された共同体の社会的機能を重視するアメリカ多文化主義，②全員に共通の規則とモデルに従い，
個人に同化を要求するよりも・社会を複数の共同体として組織することを優先すること。三浦信孝編，『来る
べき民主主義』，藤原書庇　2003年，11項。
（4）Jean－Pi色rreOBIN，Ouestionspourluucationcivique，HACHEmLⅣRE，2000，p．187．
（5）DominiqueSchnapper，Lacommunautddescitqyen，Gallimard，1994，p．28．
（6）mid，．p．29．
（7）DominiqueSchnapper，LaRelationalbutre，Gal1imard，1998，p．374．
（8）Ibid，．pp．179－181．
（9）Ibid，．p．176．
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がある。①三浦信孝編『普遍性か差異か』，14－15項，②今関源成「DominiqueSchnapperにおけるNationと
Citoyen」中村睦男，他編『欧州統合とフランス憲法の変容』，有斐閣，2003年，75－77項。③北川忠明「フ
ランス共和派の『ナシオンの政治社会学』」平成11年度－12年度科研費報告書『現代フランス国家の変容と
共和主義・市民社会論争』所収。
帥）Op．cit．，Schnapper，LaRelationalbutre，pp．446－447．
（11）Manuelsocolaire，1’educationcivique6e，Hachette－Education，2000，p．32．
0．2）Ibid，．pp．32－33．
個Ibid，．p．33．
掴I QubnapPrend－OnAlicolematernelle？，CNDfミ2006，pp．16－18．
個　該当年齢は最年少組が2歳，年少組が3歳，年中組が4歳，年長組が5歳となっている。
0．6）QubnaMrend－OnAlicoledldmentaire？，CNDIミ2006，p．154．
的　赤星まゆみ，「フランスにおける初等教育の改革動向一就業前教育と小学校教育の再編－」『女性空間・
17』特集子どもと教育41－42項。
88）］脱coleprimaire，Haute－Conseildel’Education，2007，p・16・
（19）Circulaire，nO96－103du15avri11996，L’Educationえ1acitoyennet6：Uneredynamisationdel’芭ducationcivique
榊　Circulaire，n。98－140du7－7－1998，InstruCtionciviqueetmorale－Educationえlacitoyennet6dansl’enseigne－
mentprimaireetl’enseignementsecondaire一
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¢7）PierreSerre，imovation：dixew6riencesPluridiscii）linairesencollige，CRDPdel’acad巨miedeGrenoble，2004，
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